
第五号の十四の二様式(用紙日本産業規格A6)(第二条の五の二関係) 

 

令和   年分  特 別 徴 収 票 

 

(

受
給
者
交
付
用) 

支 払 を

受ける者 

  

住 所 又 は
居 所 

  

令和  年
1月1日の住所 

  

氏 名 
(役職名) 

区 分 支 払 金 額 源 泉 徴 収 税 額 
特 別 徴 収 税 額 

市 町 村 民 税 道 府 県 民 税 

所得税法第201条第1項第1号並びに
地方税法第50条の6第1項第1号及び
第328条の6第1項第1号適用分 

  千 円   千 円   千 円   千 円 

所得税法第201条第1項第2号並びに
地方税法第50条の6第1項第2号及び
第328条の6第1項第2号適用分 

                        

所得税法第201条第3項並びに地方
税法第50条の6第2項及び第328条の
6第2項適用分 

                        

退 職 所 得 控 除 額 勤 続 年 数 就 職 年 月 日 退 職 年 月 日 

万円 年 
年  月  日 年  月  日 

(摘要) 

支 払 者 

  

住 所 (居 所)
又は所在地 

  

氏 名 又 は
名 称 (電話) 



備考 

 1 この特別徴収票は、地方税法(以下「法」という。)第50条の2及び第328条に規定する退職手当等について使用すること。 

 2 この特別徴収票の記載の要領は、次によること。 

  (1) 「住所又は居所」の欄には、特別徴収票を作成する日の現況による住所又は居所を記載すること。 

  (2) 「支払金額」の項には、自己が支払う退職手当等についてその年中に支払の確定した金額(法第50条の3第2項及び第328条の2第2項

の規定によりその例によるものとされる所得税法第202条に規定する退職一時金については、同条の規定により退職手当等の支払を受

けたものとみなされる額に相当する金額)を記載し、特別徴収票を作成する日においてまだ支払つていないものについては、これを内書

すること。また、その退職手当等の全部又は一部が同法第201条第1項第1号ロに規定する短期退職手当等(以下「短期退職手当等」とい

う。)又は同号ハに規定する特定役員退職手当等(以下「特定役員退職手当等」という。)に該当する場合には、当該短期退職手当等又は

当該特定役員退職手当等の金額を「摘要」の欄に記載すること。 

  (3) 「特別徴収税額」の項には、法第41条第1項及び第328条の5第2項の規定により徴収される税額を記載すること。 

  (4) 「勤続年数」の項には、法第50条の3第2項及び第328条の2第2項の規定によりその例によるものとされる所得税法施行令第69条又は

第70条の規定により計算した勤続年数を記載し、その計算の基礎を「摘要」の欄に記載すること。また、自己が支払う退職手当等又は

法第50条の3第2項及び第328条の2第2項の規定によりその例によるものとされる所得税法第201条第1項第1号に規定する支払済みの他

の退職手当等の全部又は一部が短期退職手当等又は特定役員退職手当等に該当する場合には、同令第71条の2第2項に規定する短期勤続

年数及びその計算の基礎又は同条第4項に規定する特定役員等勤続年数及びその計算の基礎を「摘要」の欄に記載すること。 

  (5) 次に掲げる場合に該当する場合には、それぞれ次に定める事項を「摘要」の欄に記載すること。 

   (イ) 法第50条の3第2項及び第328条の2第2項の規定によりその例によるものとされる所得税法施行令第70条第1項第1号の規定の適用

がある場合 同号に規定する前に支払を受けた退職手当等に係る期間及び同号に掲げる金額の計算の基礎 

   (ロ) 法第50条の3第2項及び第328条の2第2項の規定によりその例によるものとされる所得税法施行令第70条第1項第2号の規定の適用

がある場合 同号に規定する重複している部分の期間及び同号に掲げる金額の計算の基礎 

   (ハ) 法第50条の3第2項及び第328条の2第2項の規定によりその例によるものとされる所得税法施行令第71条の2第11項第1号の規定

の適用がある場合 同号に規定する前に支払を受けた退職手当等に係る期間及び同号に定める金額の計算の基礎 

   (ニ) 法第50条の3第2項及び第328条の2第2項の規定によりその例によるものとされる所得税法施行令第71条の2第11項第2号の規定

の適用がある場合 同号に規定する重複している期間及び同号に定める金額の計算の基礎 

   (ホ) 法第50条の3第2項及び第328条の2第2項の規定によりその例によるものとされる所得税法施行令第71条の2第12項第1号の規定

の適用がある場合 同号に規定する前に支払を受けた退職手当等に係る期間及び同号に定める金額の計算の基礎 

   (ヘ) 法第50条の3第2項及び第328条の2第2項の規定によりその例によるものとされる所得税法施行令第71条の2第12項第2号の規定

の適用がある場合 同号に規定する重複している期間及び同号に定める金額の計算の基礎 

  (6) 法第50条の3第2項及び第328条の2第2項の規定によりその例によるものとされる所得税法第30条第6項第2号の規定の適用を受ける

者については、その旨を「摘要」の欄に記載すること。 

  (7) その退職手当等の支払を受ける者が提出した法第50条の7第1項及び第328条の7第1項に規定する退職所得申告書に、法第50条の7第

1項第1号及び第328条の7第1項第1号に規定する支払済みの他の退職手当等がある旨の記載がある場合には、その支払済みの他の退職手

当等の支払者の氏名又は名称並びにその支払済みの他の退職手当等に係る(2)及び(3)に規定する事項を「摘要」の欄に記載すること。 

  (8) その退職手当等が法第50条の3第2項及び第328条の2第2項の規定によりその例によることとされる所得税法第41条の2の規定により

同条に規定する退職手当等の収入金額とみなされるものである場合には、その旨を「摘要」の欄に記載すること。 


